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人事データ保護士 第１０回認定試験 論文式問題 

模範答案 

 

第１ 課題⑴ 

 

１ ①について 

 利用目的は、本人の予測が可能な程度に具体的に特定されている必要がある。本件のＡＩ

分析は、不正持出しの調査のために全従業員のメール・端末操作ログをＡＩで分析するもの

であり、Ｘ社のプライバシーポリシーの記載からは、このような分析行為の内容まで本人が

予測可能とは言えない可能性がある。したがって、Ｘ社のプライバシーポリシーは利用目的

の特定（個人情報保護法１７条１項）として不十分であるおそれがある。 

また、本件のＡＩ分析が利用目的として特定されていないとすれば、当該分析は、利用目

的の達成に必要な範囲を超えた利用として、原則として従業員の同意を要する（同法１８条

１項）。なお、不正調査については、同法１８条３項２号「人の生命、身体又は財産の保護

のために必要がある場合」に該当し、例外的に同意を要しない可能性もあるが、例外該当性

は慎重に判断すべきであるため、あらかじめ利用目的として本人が予測可能な程度に特定し

ておくことが望ましい。 

 

２ ②について 

 目的明確化の原則（第２原則）では、プロファイリングの実施有無と、実施している場合

にその種別・内容を明示することが望ましいとされている。本件記載は、ＡＩによる分析を

行うことやその内容の記載を欠いており、同原則に違反するおそれがある。 

 また、アカウンタビリティの原則（第７原則）の観点からも、一般的に不正行為の検知・

調査や再発防止のために従業員情報を用いる可能性があることや、その際にＡＩによる分析

が行われ得ることについて、従業員に周知しておくことが望ましい。 

 

第２ 課題⑵ 

 Ｘ社からＹ社への従業員情報の提供は、個人データの第三者提供（個人情報保護法２７条

１項）に当たるため、原則として本人の同意が必要となる。同意取得以外の法律構成として

は、次のものが考えられる。 

 第一に、Ｙ社をＸ社の調査業務の委託先とする構成（同条５項１号）が考えられる。ただ

し、この場合、Ｙ社は委託業務の範囲内で個人データを取り扱う必要があるため、Ｙ社や他
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のグループ会社のために当該個人データを利用することはできない。また、Ｘ社は委託先の

監督義務を負う（同法２５条）。 

 第二に、Ｘ社とＹ社による共同利用の構成（同条５項３号）が考えられる。この場合、共

同利用をする旨、共同利用する者の範囲、利用目的、管理責任者の名称等について、あらか

じめ本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置く必要がある。 

 第三に、同法２７条１項２号「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合」

に該当するものとして、例外的に同意を要しないと整理することが考えられる。ただし、例

外該当性は慎重に判断すべきであるため、あらかじめ共同利用に係る対応をしておくことが

望ましい。 

以上 

 

（注）上記はあくまで模範答案であり、絶対の解答ではない点にご留意願いたい。その他の

解答筋も含めて合理的な解答であれば点数が与えられている。 


